
国土交通省首都直下地震対策計画［第２版］
国土交通省の総力を挙げて対応すべき重要テーマ



活動可能な体制の構築

応急活動の優先順位と状況に応じた体制の見直し

首都中枢機能の継続

建物倒壊や延焼火災、津波からの避難支援

水門等の確実な操作等

避難者の受け入れ

列車や航空機等の安全確保

主要駅周辺や地下街等での避難誘導支援や
帰宅困難者対策

エレベーター内の閉じ込めへの対応

ヘリ・人工衛星等を活用した緊急調査と
首都中枢機能の早期点検

全国からのTEC-FORCE派遣

住民や事業者等からの情報収集

被災情報等の統合災害情報システム（DiMAPS）への集約と共有

沿岸域における被災者の捜索救助活動

状況に応じた優先的な道路啓開の実施等

陸海空の総合啓開

救命・救助活動の支援

コンビナート火災・油流出等への対応

複合災害への対応

あらゆる手段による迅速なインフラ復旧と代替輸送等

非常災害時における国による利用調整等

災害対策用機械の大規模派遣

被災建築物等応急危険度判定活動

世界に向けた情報発信

リエゾンの派遣

情報通信機材等の派遣

避難者に必要な物資の広域輸送

避難場所の拡大

生活用水と衛生環境の確保

被災者向け住宅等の供給体制の整備

将来的な国土像や長期的なインフラ等の計画

迅速な復旧に向けた取組

迅速な復興に向けた支援

担い手の確保・育成

⑨施設等の復旧、首都圏の復興

⑧被災者・避難者の生活支援

⑦被災した地方公共団体の支援

⑥被害の拡大防止・軽減

⑤被災者の救命・救助

④被災状況等の把握

③所管施設・事業者における
　利用者等の安全確保

②避難支援
   （住民等の安全確保）

応急活動計画

①首都中枢機能の継続

地震発生 ３ｈ ７２ｈ ７～１０日

特に重要となる行動時間のイメージ

１ヶ月

「命を守る」

「救急救命」 「被災者の安全・安心」
「経済活動の再開を支える

施設復旧」

「首都中枢機能の

速やかな回復」

１

○一人でも多くの命を救えるよう迅速な応急活動を開始し、地震発生後７２時間以内を目途に人命救助できるよう全力を尽くす。

○首都中枢機能の被害を最小化し、また速やかに回復させるとともに、多数の被災者の安全・安心の確保、経済活動の再開に全力を尽くす。

国土交通省首都直下地震対策計画［第２版］における重要テーマの考え方 １

「どこで何が起こるのか」「国として特に懸念される深刻な事態は何か」という視点から、
国土交通省の総力を挙げて対応すべき７つの重要テーマと１７の重点対策。

首都直下地震対策計画［第２版］ 応急活動計画（概要）



使命 重要テーマ 重点対策

　【テーマ１】
①環状６号線から８号線の間をはじめとして広範囲に存在する木造住宅密集市街地のうち「地震時等に著しく危険な密集市街地」を

Ｈ３２年度までに概ね解消する。

　　タイムリーな情報発信等により、地震や津波から首都圏に暮ら

　　す多くの命を守る。
②想定される深刻な事態をビジュアルに伝えるなど国民一人一人が高い意識を持ち、自助・共助による被害軽減を実現させるた

め、リスクコミュニケーションを展開する。（防災教育の促進、防災広報の充実・強化）

③大規模災害の広域・連続的な発生に備え、巡視船艇・航空機等の整備等の推進及び発災時における迅速な対応のための動員

計画の見直しを図るとともに、関係機関との連携訓練を実施する。

　　【テーマ２】

④首都直下地震で強い揺れが想定される地域において、利用者が多い等一定の要件を満たす鉄道施設について耐震対策を推進

する。

　　過密な都市空間における安全を確保する。（その１）
⑤主要駅周辺等における帰宅困難者対策を推進する。

　　【テーマ２】
　  過密な都市空間における安全を確保する。（その２）

⑥様々な震源を想定し被災パターンに応じた道路啓開計画をもとに、役割・連携方法を確認するなど実効性を高める取組を推進す

る。

　　【テーマ３】

⑦災害時に活用可能な民間物資拠点の新規追加、既締結協定の高度化、ラストマイルも含む支援物資輸送に係る課題の分析、対

策の検討、訓練の実施等により、災害に強い物流システムの構築を推進する。

　  膨大な数の被災者・避難者の安全・安心を支える。
⑧災害時に、ホテル・旅館等宿泊施設を避難受入施設として迅速に提供できるようにするため、宿泊関係団体等と自治体との協定

の締結を促す。

⑨人命救助のために重要な発災から72時間を考慮した迅速な広域応援部隊の輸送を実現。

　　【テーマ４】
⑩江東デルタ周辺のゼロメートル地帯において、津波の襲来または地震による堤防の被災等に伴う浸水被害を防止・軽減するため

の総合的な対策を推進する。

　　首都中枢機能を継続
　　地震後の二次災害や複合災害にも備える。 ⑪土砂災害の拡大に対し、災害リスク評価に基づいた重点的な緊急点検・応急対策の実施体制及び警戒避難体制を強化する。

　　させる
　　【テーマ５】

⑫災害時にネットワーク全体で緊急輸送道路として機能することが期待される首都圏3環状道路の整備を推進する。［H28年度は圏

央道（境古河IC～つくば中央IC）が開通。H30年度は東京外かく環状道路（三郷南IC～高谷JCT）が開通］

　　我が国の首都中枢機能の麻痺を防ぐ。
⑬改正港湾法に基づく非常災害時の国土交通大臣による港湾施設の管理制度や港湾管理者、関係機関等と連携した訓練を踏ま

え、港湾BCPの改善を図る等、円滑な被災地支援体制の構築と社会経済活動の早期回復を図る。

　　【テーマ６】

　　首都中枢機能の被害は、TEC-FORCE活動等、災害対応力を

　　向上させ、あらゆる手段で迅速に回復させる。

⑭地震発生直後から円滑・迅速な災害応急対策活動を行うため、災害対応に当たる人材の育成や民間人材の確保、TEC-FORCE

活動計画に基づく、関係機関が連携した実動訓練の実施、ICT等の活用により、災害対応力の向上を図る。

　　【テーマ７】
　　長期的な視点に立ち、時代に即した首都圏の復旧・

　　復興を目指す。（その１）

⑮インフラの復旧をより迅速に実施できるよう、被災自治体の被災状況調査への支援の拡大や、一連の災害対応について民間事

業者等が支援できる枠組みの構築などの取組を推進。

　　【テーマ７】

　　長期的な視点に立ち、時代に即した首都圏の復旧・
　　復興を目指す。（その２）

⑯「地域の守り手」としての建設業の担い手確保・育成のため、長時間労働是正や週休２日の実現等の働き方改革や適切な賃金水

準の確保等の技能労働者の処遇改善、ICTの活用等による生産性向上に向けた取組を実施。

〔重要な使命〕
　　２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催を支え、そのレガシーを

　　ベースに首都地域の防災対策に万全を期す。
⑰2020年東京オリ・パラの開催を支え首都地域の防災対策に万全を期すため、具体的なアクションプランを示した「東京オリ・パラ

開催を支える首都直下地震対策ロードマップ」に基づき、首都直下地震対策を加速化する。

首都圏の人命を守る

首都圏を復旧・復興する

国土交通省首都直下地震対策計画［第２版］における７つの重要テーマと１７の重点対策（案） ２

○２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催を一つの目標として、本対策計画に位置付けられている各対策の推進に全力で取り組む
とともに、大会後も東京オリンピック・パラリンピックのレガシーをベースに首都地域の防災対策に万全を期す。



現在の地下水位

対策後の地下水位

地表面から 3.0m程度

地下水排水管

地下水排水溝 地下水排水溝

【テーマ１】 タイムリーな情報発信等により、地震や津波から首都圏に暮らす多くの命を守る。
深刻な事態 首都直下地震対策計画

使命Ⅰ：首都圏の人命を守る

（１） 事前の備えを加速し、直接的な人的被害を最小化する。

（２） 津波にも備えるため、特に太平洋沿岸地域での避難対策等を進める。

②既存施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等
①浸水を遅らせるための海岸堤防等の整備・強化

〔対策例〕

⑥避難場所や活動拠点の確保等

〔対策例〕

○相模トラフ沿いの地震等が発生した場合、神奈川県や千葉県等の太平洋沿岸
に最大１０ｍの津波が襲来。

○東京都の都心部を中心に、約１８万棟の家屋等が全壊。特に環状６号線～８号
線の間をはじめとして広範囲に存在する木造住宅密集市街地を中心に、大規
模な火災延焼で最大約４１万棟が焼失。また、都心部の急傾斜地も崩壊。

○最悪の場合、死者約2万3,000人、経済被害額約95兆円と想定。

④都心部を含めた土砂災害対策

救命救助の活動拠点としての都市公園の活用

住宅やビルの倒壊

住宅耐震化

都市部における土砂災害対策

天井対策

天井板の落下
火災の発生・延焼

盛土造成地の滑動

①住宅・建築物の耐震化
（天井対策、長周期地震動対策などを含む）

○羽田空港や京浜港等の東京湾臨海エリアにおいても、孤立が発生。

東京湾臨海部での人的被
害、行方不明者の発生

３

全壊・焼失家屋 最大約６１万棟

死者 最大約２．３万人

要救助者 最大約７．２万人

被害額 約９５兆円

○被災地上空でヘリが輻輳する等、救命救助活動に支障。

②関係機関と
連携し、救命
救助活動の支援 フェリーによる

自衛隊等の輸送
被災地上空のヘリの輻輳

大規模な地震が想定される首都圏

救援航空機の
安全対策

②密集市街地の防災性の向上

※写真はイメージ

⑦防災教育の促進、防災広報の充実・強化

③宅地の防災対策

住宅耐震化 天井対策

大規模盛土造成地マップ、液状化ハザードマップの作成・公表

⑤大規模盛土造成地の滑動崩落防止対策の支援

滑動崩落防止対策工法の例

首都直下地震の被害想定
（出典：中央防災会議 首都直下地震対策

検討ワーキンググループ ）

・学校における指導計画等の作成支援や
授業に活用できる素材や手引き等の提供
など、防災教育の支援を推進

防災教育ポータル防災カードゲーム

首都直下
地震発生

〔対策例〕

①動員計画に基づく全国から海上保安庁の
船艇、航空機の動員等

（３） 人命救助に全力を尽くす。



②鉄道駅や空港、地下街等の避難対策

【テーマ２】 過密な都市空間における安全を確保する。（その１）

○国内最大の離着陸回数を誇る羽田空港は、発災直後に滑走路が閉鎖され、
約４５機が着陸不能。

①列車や航空機の安全対策

深刻な事態 首都直下地震対策計画

使命Ⅰ：首都圏の人命を守る

（１） 街中の制限された空間に集中している人々の安全対策を進める。
〔対策例〕

④主要駅周辺等における帰宅困難者対策

○首都圏の鉄道利用者は、地震発生時最大で約１８０万人。鉄道施設で橋梁の
亀裂・損傷等が発生。

○主要駅周辺や地下街など多くの人が集まる閉鎖空間では、落下物、停電、火
災、利用者の殺到等により多数の死傷者が発生。

○公共交通機関の停止に伴い、最大８００万人の帰宅困難者が発生。

大量の帰宅困難者の発生

多くの乗客を輸送する鉄道の被害

航空管制による迅速な目的地変更
による航空機の安全確保

駅間に停車した列車からの避難誘導訓練の実施

羽田空港の津波避難計画

多くの航空機が離着陸する羽田空港の被害

「地下街の安心避難対策
ガイドライン」の策定と対策の推進

混雑する駅構内の被害

③エレベーター閉じ込め対策

○１都３県には約２６万台のエレベータが存在。地震の揺れにより、多くのエレ
ベータが停止し、閉じ込めが発生。

鉄道駅における
帰宅困難者対策訓練の実施

民間再開発ビル等を活用した一時滞在施設の確保促進

高架橋耐震補強

P波感知型地震時管制
運転装置の普及促進

業界や消防と連携した
救出支援

微震動感知

本震到達

Ｐ波を感知し、最寄り階に自動
運転し、乗客をエレベーター外
に避難させる。

初期微動（Ｐ波）
・振動エネルギー：小
・伝達速度：速い

本震（Ｓ波）
・振動エネルギー：大
・伝達速度：遅い

時間

震源からの距離

地震動を感知
する装置 地震発生

P波感知型地震時管制運転装置の設置

船舶を活用した
帰宅困難者輸送

混雑する地下街の被害

駅

都心の高層ビル群と混雑する
エレベーターでの被害

４

地方公共団体や民間事業者等と
連携し、備蓄倉庫等の整備や避難
訓練等を実施

※写真はイメージ

・帰宅困難者への対策として、鉄道事業者と地域が連携した協議会において、地域ぐるみの取組を推進。

・外国人旅行者を含む帰宅困難者等の行動判断に資する情報提供体制を強化。



海からの啓開

広域防災拠点

東京駅

品川駅

東京国際空港

I.C.

I.C.

空からの啓開

江東区役所中央区役所

港区役所

品川区役所

霞ヶ関

陸からの啓開

【テーマ２】 過密な都市空間における安全を確保する。（その２）

深刻な事態 首都直下地震対策計画

使命Ⅰ：首都圏の人命を守る

（２） 情報発信により、避難者等の安全・安心・心の平安を支援する。
〔対策例〕

（３） 深刻な道路交通麻痺においても緊急輸送ルートを速やかに確保する。

①電子国土を活用した被災関連情報の集約と提供

〔対策例〕

○都心部では、道路施設の損傷、放置車両等による幹線道路の深刻な渋滞等が
発生し、自衛隊や消防など救命救助活動にあたる緊急車両の移動が阻害され、
被害が拡大する。

道路情報板や
災害対策車両の活用統合災害情報システム（DiMAPS）への情報集約

②首都高速における緊急輸送ルートの確保

①状況に応じた優先的な道路啓開の実施

○多くの人が集まる都心部では、情報通信網の寸断により個人による状況把握、
情報収集が困難となり、逃げ惑いなどの混乱が生じる。

深刻な道路渋滞の発生

道路の被災

放置車両の堆積・滞留

道路交通情報センターによる東京
都心部の道路交通情報

大地震発生時は路肩側
へ停車を促す

被災情報確認のための
調査・点検

道路管理者等関係機関
との協議会

優先的
な道路
啓開

建設業界・レッカー業界等との連携
（協定制度の活用）

道路啓開ルートの
無電柱化の推進

事前の道路啓開計画の策定
（緊急輸送ルート）

電車の運行状況等の情報が手に入りにくい
発災直後は、具体的な被害
情報が入手できない

③航路や空港等も活用した総合啓開

５

航路や空港等を活用した総合啓開

ＩＣＴを活用した災害弱者への
避難情報提供

情報伝達施
設等の整備

※写真はイメージ

②電子国土を活用するための自治体職員向けのセミナー等開催の支援

自動車のプローブ情報等を活用した災害時通行実績情報
の迅速な把握と共有

※優先的に開放する踏切の指定等による踏切の長時間遮断対策についても併せて実施



【テーマ３】 膨大な数の被災者・避難者の安全・安心を支える。

○避難者は発災２週間後に最大で７２０万人。避難所避難者を中心とする膨大な
需要に対して、食料不足は最大で３，４００万食。

深刻な事態 首都直下地震対策計画

使命Ⅰ：首都圏の人命を守る

（１） 総合力を活かした災害支援物資輸送を実施する。

①生活用水や衛生環境の確保

①国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等の輸送

〔対策例〕

自治体と輸送事業者等との
間の協定締結等の促進

○特に都市部の避難所では、避難者の集中やライフラインの被災により、居住ス
ペースの減少、仮設トイレの不足等により保健衛生環境が悪化。

○発災１週間後で最大１都３県の利用者の約３割で断水が継続。膨大な飲料
水需要に対して、不足量は最大１，７００万リットル。

ホテル・旅館の活用

基幹的広域防災拠点

一元的な海上交通管制

荒川等を
活用した輸送

京浜港、千葉港や
羽田空港の活用

船舶手配に係る
情報管理体制

下水道施設の耐震化や
マンホールトイレの整備等

被災者向け住宅
（東日本大震災）

膨大な数の避難者の発生

深刻な物資不足の発生

避難所の衛生環境の悪化

首都高の活用

基幹的広域防災拠点、羽田空港、荒川等を活用した
災害支援物資等の輸送確保

①被災者向け住宅等の供給に向けた体制整備

（３） 避難所等の生活環境
を整える。

〔対策例〕

陸上からの
広域輸送

海上からの
広域輸送

緊急時の水供給を可能とする
連携体制の構築

貨物鉄道の活用

（２）民間ストックの活用も含めた
被災者向け住宅等を供給する。

〔対策例〕

民間物資拠点の拡充を推進

６

写真提供： CIVIC FORCE 

写真提供： NPO法人地域の芽生え21

※写真はイメージ



【テーマ４】 地震後の二次災害や複合災害にも備える。

○東京湾は１日平均６００隻の船舶が航行。千葉港など東京湾沿岸のコンビ
ナートにおいては、地震の揺れや液状化により、火災や油の流出等が発生し、
航行する船舶や沿岸部で被害。

深刻な事態 首都直下地震対策計画

（１） 東京湾で発生した火災には 関係機関とともに迅速に対応し、
延焼をくい止める。

①コンビナート地帯の民間
護岸の耐震化等適切な
維持管理の促進

〔対策例〕

○墨田区や江東区等の海抜ゼロメートル地帯において、排水機場の機能不全
等により大規模な浸水被害が発生。また、地震の揺れにより堤防等が沈下・
損壊し、台風等の複合災害により被害が拡大・深刻化。

東京湾のコンビナート地帯

民間護岸の崩壊

②自治体と連携したゼロメートル地帯対策

（２） 墨田区や江東区等ゼロメートル地帯の安全を確保する。

④複合災害に備えた防災行動
計画（タイムライン）の策定

〔対策例〕

○住宅等が密集する地区において地震による大規模な土砂崩落が発生。余震
や地震後の降雨等により、土砂崩落の拡大や新たな斜面崩壊が発生し、被害
が甚大化。

防災行動計画（タイムライン）のイメージ
（ニュージャージ州ハリケーン用）

〔対策例〕

①膨大な被害想定箇所のリスク評価

③船舶の待避場所の確保及び避難誘導

船舶の待避場所の確保等

②重点的な緊急点検・応急対策の実施

コンビナート火災の発生

地震の揺れによる堤防や水門の被災

海抜ゼロメートル地帯での津波浸水

（３） 地震後の降雨等に起因する土砂災害の拡大、発生による被害を防ぐ。

①海岸・河川管理施設の被災想定箇所の把握

船舶等への被害

各管理者による堤防・水門耐震化、
排水ポンプ場の耐水化の計画的な推進

土砂災害危険箇所 市町村別震度分布 被災リスクの分析
（対応優先順位把握）

応急対策の実施
降雨による斜面崩落の拡大

地震直後(H7.3） 豪雨後(H7.8）

③河川堤防等の緊急復旧、排水計画の策定

基礎地盤（砂質土）

基礎地盤（粘性土）

液状化対策
（地盤改良・矢板）

締固め工法、
ドレーン工法

等
鋼矢板、
固化工法
等）

）

） ）

７

※写真はイメージ

⑤地下街・地下鉄等
からの避難対策

止水版の設置等

②消火や輸送等の災害対応力を有する巡視
船艇の整備

TEC-FORCEによる土石流
危険渓流の緊急点検

使命Ⅱ：首都中枢機能を継続させる



【テーマ５】 我が国の首都中枢機能の麻痺を防ぐ。

○１日約１００万台が利用する首都高速道路では、市街地火災の影響による鋼
桁の損傷、地盤変位による高架橋の大変形が生じた場合には、通行不能。

①道路、港湾、空港、鉄道の緊急的な耐震対策と代替機能の確保等

深刻な事態 首都直下地震対策計画

使命Ⅱ：首都中枢機能を継続させる

①中央省庁の庁舎等の耐震化等の推進、電源や情報通信機能の確保等

（１） 陸・海・空をしっかりつなぎ、信頼性の高い交通・情報通信基盤を構築する。

（２） 特に災害対応にあたる中央省庁の機能不全を防ぐ。

②業務継続計画の検証訓練等の実施

〔対策例〕

○ 中央省庁の庁舎等が被災すると、国家運営機能の低下や政府の災害対応に
遅れ等が発生し、被害が拡大、長期化。

○全国の外貿取扱貨物量の約３割を占める東京湾各港では、非耐震岸壁での
陥没や沈下、荷役機械の損傷等により、多くの埠頭で港湾機能を失う。

○全国の国内線乗降客数の約３割を占める羽田空港では、液状化により滑走路
２本が使用できなくなり、またアクセス交通の停止により、空港機能が低下。

岸壁やクレーンの被災により長期間機能を失う

日本最大の物流拠点である京浜港

中央合同庁舎の免震化

首都高速道路が長期間
通行止めとなる

庁舎の被災等により、
災害対応機能を喪失する

羽田空港では、滑走路の液状化が
発生し、空港機能が低下

首都圏３環状道路の機能確保

羽田空港滑走路の耐震化

道路ネットワークと連結する岸壁
の重点的な耐震化等

○輸送ルートの被災等によりサプライチェーンが寸断され、企業の生産活動が低
下。影響が長期に及べば、生産機能の国外移転等が進み、我が国の国際競争
力が低下。

写真：東京都港湾局提供

広域的な代替輸送手段の確保（イメージ）

橋脚の
耐震補強

８

首都圏のインフラ
の機能停止は全
国や海外にも影響
が波及

電線共同溝整備による
情報通信基盤の確保

鉄道施設の改良（折り返し施設の
整備等）による機能低下の抑制

③国民の安全確保等に必要な車検・登録システムの防災対応力の強化

※写真はイメージ



【テーマ６】 首都中枢機能の被害は、TEC-FORCE活動等、災害対応力を向上させ、あらゆる手段で迅速に回復させる。

深刻な事態 首都直下地震対策計画

②自動二輪車による
重点調査

（１） 首都圏の特性を踏まえた迅速な被害調査を実施する。

③タクシー無線等を
活用した情報提供

〔対策例〕

①関係機関と連携したヘリ運用による
広域調査○都心部において、様々な施設等の復旧工事の集中・輻輳が発生。工程調整や

資機材や施工ヤード不足、地権者との調整などにより工期が大幅に遅延。

（２） 迅速なインフラ復旧や代替等により、社会・経済活動への影響を
最小化する。〔対策例〕

○深刻な道路渋滞により施設点検や緊急調査が大幅に遅延。ヘリポートや燃料
補給箇所の不足、飛行するヘリの輻輳等により、ヘリによる広域調査に支障。

②鉄道不通区間におけ
る迅速な代替輸送

（３） 世界に向け、国交省の対応に関する情報を積極的に発信していく。
〔対策例〕

①国連防災世界会議などを通じた平時からの情報発信

②発災後におけるインフラ復旧情報等のタイムリーな発信

○被災等により、１日のべ４，０００万人の輸送を担う鉄道の運行停止が長期化
し、首都圏の企業活動が停滞。また新幹線の運休により広域的な移動に支障。

バス路線の活用

市街地火災による被災で鉄
道が運行停止が長期化

河川堤防
における
ヘリサイ
ンの整備

ヘリによる
緊急調査

給油ポイン
トや緊急ヘ
リポートの
確保

深刻な道路渋滞の発生

復旧工事の集中・輻輳

復旧資材の不足

施工ヤードの不足

航空機の活用
（広域代替）

９

円滑な被害状況調査ができない

写真：毎日新聞社提供

③ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥによる復旧支援等

※写真はイメージ

無人バックホウによる捜索支援公共土木施設の被災状況調査

宅地部の応急危険度の判定

地域の建設業者による道路啓開

２４時間体制の復旧作業を
照明車が支援

調査結果を被災自治体へ
報告し早期復旧を支援

使命Ⅲ：首都圏を復旧・復興する

①あらゆる手段による 迅速なインフラ復旧

道路・港湾・空港・鉄道等の復旧の
全体調整と効率的な復旧の実施

船舶を活用した燃料輸送
等、全国からの復旧応援

地籍整備の推進がれきの仮置き場として
の公園等の活用

被災鉄道の早期復旧のため
の河川・道路事業等との連携

作業
ヤード



【テーマ７】 長期的な視点に立ち、時代に即した首都圏の復旧・復興を目指す。

深刻な事態 首都直下地震対策計画

（１） あらかじめ国土やインフラの今後の方向性を明確に示す。

使命Ⅲ：首都圏を復旧・復興する

〔対策例〕

○早期復旧に重点が置かれすぎた場合、長期的な観点からのまちづくり・インフ
ラ整備や将来的な首都直下地震の備えに影響が生じる。

②国の中枢機能を担うインフラの長期計画

（２） 復興計画の策定を支援する。
〔対策例〕

○各施設管理者や自治体等による復興計画の策定が遅れ、首都圏全体の復興に
影響を与えるとともに、全国的なサプライチェーンや外国企業からの信頼性にも
波及。

①迅速な復興にも資する事前の防災まち

づくり計画の作成支援

②復興まちづくり計画の作成支援

0 
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1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

（単位：TEU）

阪神淡路大震災
（H7.1.17）

港湾局

①新たな「国土のグランド
デザイン」の構築

神戸港の外貿コンテナ貨物取り扱い量は
阪神淡路大震災で激減し、現在も元に
戻っていない
（出典：神戸港の統計（神戸市）より作成）

世界的な物流に対応した京浜港の
機能強化（横浜港）

地震動や延焼により広域な被害が発生

１０

※写真はイメージ

自治体による復興まちづくり計画の作成支援

首都圏空港の更なる機能強化に
向けた検討

リニア中央新幹線の整備

首都圏３環状道路の状況



【１】 外国人を含む多数の滞在者の安全を確保する
深刻な事態

重要な使命：2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。

（１） 外国人を含む旅行者の安全確保のための情報提供や避難誘導等
〔アクションプラン例〕○各国選手団や要人を含め、大会開催期間中は、首都圏に多数の国民や外国人が

滞在。
○外国人を含む旅行者が、会場周辺地域を中心に、局所的に増加し、情報不足等に

よる大きな混乱や重大な被害が発生するおそれ。

②空港アクセスの改善（河川舟運の活用）

①緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報
の迅速化、高精度化

②旅行者への情報提供

○2018年度中に「Safety tips」の共通ＡＰＩの公開を実施。

（２） 外国人旅行者等の帰国支援

○防災情報についても多言語に対応するなど、海外からの来訪者への対応を強化
する必要

○局所的に増加する外国人等の迅速な帰国支援が必要
○多数の要配慮者が迅速に避難できるよう、避難誘導等の支援が必要

■首都中枢に多数の外国人を含む旅行者が局所的に増加するおそれ

■パラリンピックを契機として､重点的なバリアフリー化が重要

■2020年訪日外国人旅行者数4000
万人に向け受入環境の整備が重要

舟運を活用した人員輸送の強化防災船着場の現地状況

○緊急交通路の水上輸送としての機能を確保する
ことにより、舟運を利用した人員輸送を強化

④既存の施設の活用を含めた避難路・避難場所の確保等

○日本に寄港する外国船舶の津波避難対策の推進
のため、外国語版の「津波対応シート」を普及

①空港アクセスの改善（鉄道）

Basic Response List

□① Interruption of cargo work 
□② Crew readiness
□③ Standby for departure (Engine and Thruster if provided) 

□④ Consider support Tug, handler and Mooring crew are necessary or not
□⑤ Confirm store landing facilities (Crane, Loading Arm, Bellows Chute, etc...) available
□⑥ Check the suitability of the departure route (Proximity of hazards and other vessels in way of departure 
route)

□⑦Unmooring or cutting lines 
□⑧Give notice to the shore (relevant departments or the operating company), after departure

□ __________________________________________________________

□① Crew readiness 

□② Tending mooring lines / Tightening brakes of mooring winches 
□③ Standby anchor 
□④ Standby engine and thruster if provided (To avoid damaging of lines, Surging) 

□⑤Discuss or instruct for the interruption of Cargo work, etc... 
□⑥ Check watertight measures (close all the watertight doors /openings, etc…) 

□⑦Give notice to the shore (relevant departments or the operating company) 
□⑧ Check the ways to obtain the latest information.

(Preparing vessel on the advice or the indication from Harbor Master/ Harbor administrator, etc...)
(Check the safe water area in advance for the emergency departure)
(Check the safe area, the evacuation route for evacuation to the land)

□ __________________________________________________________

【Port:                            】 Cargo Ship

□① Crew readiness 

□② Check the safe area, the evacuation route, the required time to evacuate etc… 
□③ Instruct crew to evacuate to land
□④ Carry out the required work on board till Evacuation to the land 

(Disengaging the connections such as loading facilities between the ship and the land) 
□ __________________________________________________________

Evacuation to the land

When the ship drifts from berth, the mooring may break, and cargo handling facilities, such as cranes etc. may collapsed, 
therefore crew shall evacuate to the safe area.

Emergency departure

Staying alongside

Attention in case of drifting （Additional points）

(Fill in the as far as practicable)

Keep monitoring the latest information of Tsunami. 
(from TV, Radio or VHF)

Confirm Tsunami occurrence indication 
from Port master, Harbor administrator, 

etc… 

________________________________________________________________________________________________________________

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV, Radio or VHF)

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV, Radio or VHF)

*Continue to obtain the information of Tsunami
(from TV, Radio or VHF)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)

(      minutes)

(      minutes)
(      minutes)
(      minutes)

Contact Point
Agent: Operating company: 
Stevedore: Harbor Master:
Liner: Japan Coast Guard:
Tug Company: Other:

Earthquake, Tsunami is occurｒred !!

Earthquake Information (Date - )
Time

h m
Scale

M
Place Seismic 

Intensity 

Tsunami Information
Major Tsunami warning Tsunami warning Tsunami advisory

Time to arrival of Tsunami                            m Anticipated height m

Captain Judgement

Emergency departure                            Stay alongside           Evacuation to the land

Response against Tsunami Checklist
(This the sheet is not authorized as obligation by statute. )

Port and Ship Information
Port: Berthing direction: Inbound / Outbound

Berth / Quay: Quay:  Aseismic design or not

Ship name: Gross Tonnage:
Ship type: Crew: Cargo:

Basic Information
Safe water area: From (               ) ,  (           ) Degree (           )m            Water depth:         m
Location :       Latitude:        Longitude:            Distance from berth to safe water area :            nm             
Time to arrive safe water area:                     minutes
Place of evacuation area on land : Handling support: Tug (  Yes  ・ No  )

Name: 【Port:                      】 Cargo Ship

Confirm Tsunami information in 
advance, if possible.

The assumed maximum Tsunami height: m
(time of arrival:          )

Response against Tsunami (Basic Policy)

Warning level Tsunami 
height

On berthing On anchoring
Within

～minutes
More than
～minutes

Within
～minutes

More than
～minutes

Major Tsunami 
warning

More than 3m

Tsunami warning 1～3m

Tsunami advisory Less than 1m

Confirm
ing before port entry in advance

Judge if Earthquake, Tsunam
i  is occurred

Response against Tsunam
i 

(Basic Policy)
Captain shall Judge

「津波対応シート」英語版の例

○2020年までに空港の最寄り駅や空港アクセス乗換駅に
ついて、外国人対応等による結節駅の高度化を推進。

○新たに整備される海域の観測網の地震・津波観測
データを2020年度まで順次取り込む。

③ICTを活用した歩行者移動支援の活用

○実証等を通じて、2020年度までに主要駅等におけ
るICTを活用した歩行者移動支援の実用化及び屋
内電子地図等の空間情報インフラの整備に向けた
取組を推進

列車の行先案内の多言語化

【多言語表記】

外国人対応

選手村

■情報不足による混乱により、避
難や帰国に支障が生じるおそれ

訪日外国人旅行者が東日本大震災時に必要としていた情報

大会 参加国・地域 選手数 日本選手

アトランタ1996 104 3,259名 81名

シドニー2000 122 3,881名 151名

アテネ2004 135 3,808名 163名

北京2008 146 3,951名 162名

ロンドン2012 164 4,237名 134名

リオデジャネイロ2016 159 4,333名 132名
出典：日本パラリンピック委員会HPより国土交通省作成

出典：首相官邸，ユニバーサルデザイン2020行動計画（H29.2）

交通分野におけるサービス水準の確保が必要

訪日外国人旅行者数４０００万人を目標に掲げ「世界が
訪れたくなる日本」への飛躍を図る。

大会
参加国・

地域
選手数

日本

選手数

アトランタ1996 197 10,318名 310名

シドニー2000 199 10,651名 268名

アテネ2004 201 10,625名 312名

北京2008 204 10,942名 339名

ロンドン2012 204 10,568名 293名

リオデジャネイロ2016 205 11,237名 338名

出典：日本オリンピック委員会HPより国土交通省作成

○大会会場の主な配置

出典：東京2020組織委員会

Photo by Tokyo 2020 / Shugo TAKEMI

出典：「災害時における訪日外国人旅行者への情報
提供のあり方に関する提言（H25.3）」より

東京都観光客数等実態調査，ＪＮＴＯ

（日本政府観光局）資料を基に作成
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②被災自治体の災害復旧事業の効率化

深刻な事態
（１） 大会会場や会場までのインフラ被害を軽減する
〔対策例〕

○火災延焼や液状化等により大会会場や主要なアクセスルートに深刻な被害が発
生し、大会運営に支障が生じるおそれ。

○大会運営と災害対応を同時に行うため混乱が発生、復旧活動や情報収集に支障
が生じるおそれ。

○大会関連施設やイベントの実施等により、災害対応に一部が使用できないおそれ。
（東京ビックサイト等）

○火災延焼や液状化等の被害想定に対し、大会会場や会場までのインフラ被害を
軽減する必要

○大会運営と災害対応を同時に行うための混乱を抑えるため、迅速な復旧活動や
情報収集が必要

道路に関係する主な潜在的なリスク情報
出典：国土交通省，首都直下地震道路啓開計画(H28.6）

■首都中枢が被災することにより、復旧活動等に支障が出るおそれ

■応急・復旧対策を進めるために競技の実施に影響が出るおそれ
（例）開成山野球場（福島県郡山市）

■競技会場の被災等により競技を継続できなくなるおそれ

クラブハウスの天井が落下

（例）カシマサッカースタジアム（茨城県鹿嶋市）

スタジアムの座席が破損 練習グランドが陥没

（例）開成山野球場（福島県郡山市）

避難所としても開成山野球場を使用

出典：鹿島アントラーズ，オフィシャルサイト

出典：郡山市，東日本大震災郡山市の記録（H25.2）

出典：東北楽天ゴールデンイーグルス，オフィシャルサイト

震度分布（都心南部直下地震）
出典：中央防災会議首都直下地震対策検討ワーキンググループ，首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（H25.12）

机上査定の実施

○「大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）
及び事前ルール化」を2017年の発生災害から実施

設計図書の簡素化

②荒川等における治水対策の推進

○2019年度までに荒川の
水門等の耐震化を完了

④航路を活用した総合啓開

【２】 大会関連施設の被害を最小に留めるとともに、迅速に復旧を行う

重要な使命：2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。

（２） 迅速な復旧活動を行う
〔対策例〕

○関係機関と連携した実動訓練の実施 ○ICT技術の活用

①TEC-FORCEの充実・強化

自衛隊等と連携した訓練TEC-FORCEの
動員計画の策定

ドローンを活用した
被害状況調査

（３） 災害対応ヘリの離着陸等を迅速に行う

〔対策例〕

関係機関と連携したヘリ運用による広域調査

ヘリの飛行ルートの作成

：飛行ルート
場外離着陸場
の把握・申請

荒川
防災ヘリの計画的な
更新・配備

③無電柱化の推進

○基幹的広域防
災拠点を核とし
た東京湾内の
海上輸送ネット
ワーク

基幹的広域防災拠点
（川崎港東扇島）

○2019年度ま

でにセンター・
コア・エリア内
の無電柱化を
完了予定

①緊急輸送道路等の耐震対策の推進

○２０１９年度までにロッ
キング橋脚の耐震補
強を完了予定

○外環内側の各方向に
おいて耐震補強を推進

被
災
後
速
や
か
に
機
能
回
復

で
き
る
よ
う
対
策
を
推
進
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③道路啓開計画の実効性を高める取組の推進

＜通れるマップの作成＞＜UAVによる被災状況調査＞

※国管理道路及び都市計画道路
として完成した都道の無電柱化



【３】 総力を挙げた交通手段の迅速な確保対策

①鉄道不通区間における迅速な代替輸送

深刻な事態

重要な使命：2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。

（１） 会場等への交通手段の迅速な確保
〔対策例〕

○会場への交通機関が一部停止し、選手や観客の輸送に支障が生じるおそれ。

○滞留者の多い会場周辺の主要駅等に群衆が殺到するおそれ。
○深刻な交通渋滞や放置車両が発生するおそれ。

○一般交通と大会開催に伴う交通との整合を図り、大会時における人員・物流輸
送手段を迅速に確保する必要

○災害発生時においても交通手段の機能を確保できるよう、事前の対策の必要

■一般交通に加え、観客等が局所的に増加するおそれ

■滞留者の多い会場周辺の
主要駅等に群衆が殺到する
おそれ

空港の耐震対策

鋼板巻き

高架橋の補強

○首都直下地震等で大きな揺れが想定される地域において、片道断面輸送量1日1万人以上等一定
の要件を満たす路線等に対して補助を実施。

○航空輸送上重要な空港としての機能を確保するため、滑走路等の耐震化を進める。

②列車や航空機の安全対策

○行政機関や事業者団体等と協力し、鉄道不通区間の代替輸送の情報伝達訓練
を行い、必要に応じて「関東運輸局旅客代替輸送実施要綱」の見直しを行う。

約920,000人

観客や大会ス
タッフが最大

約92万(人/日)
訪れる

オリンピック期間中の日別観客・大会スタッフ
輸送需要

出典：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 立候補ファイル（H25.1）

オリンピック会場周辺の鉄道ネットワーク
出典：東京２０２０組織委員会資料を使用して国土交通省が加工

都内の徒歩帰宅の状況

主要駅周辺で
2万人以上が足止め

駅前における滞留者の状況（新宿）

（参考）東日本大震災発生時における首都圏の状況

■会場への交通機関が一部停止し、
観客等の輸送に支障が生じる
おそれ

東日本大震災後の首都圏鉄道運転再開率

3/11 20時過ぎ

38%

24%

95%

80%

100%

3/13 7時

93%

出典：国土交通省，大規模地震発生時における首都圏鉄道の運転再開のあり方に関する協議会報告書（H24.3）

歩道・車道の混雑状況（新宿）
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①主要駅周辺等における帰宅困難者対策

【４】 避難者等の安全・安心を確保する

②鉄道駅や空港、地下街等の避難対策

深刻な事態

重要な使命：2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。

（１） 安全を確保するための避難対策
〔対策例〕

①衛生環境の確保

○多くの外国人を含む滞在者がやむを得ず宿泊所や避難所に留まらざるをえない
おそれ。

○都心部の避難所では、避難者の集中やライフラインの被災により、居住スペース
の減少や深刻な物資不足の発生、衛生環境が悪化。

○避難者への大量の災害支援物資の輸送や避難所を確保する必要

○避難所における避難者の安心・安全の確保のため、衛生環境等を確保する必要

（２） 避難者の受け入れ体制等の強化

〔対策例〕

■大量の災害支援物資の輸送や避難場所の確保が重要な課題

■主要駅周辺地域などの帰宅困難者
対策を進める必要

②国土交通省の総合力を活かした災害支援物資等
の輸送

〔対策例〕

避難啓発活動 ピクトグラム表示（例）

帰宅困難者対策避難訓練

川崎港に着岸した貨物船より災害支援物資を積載した
コンテナトレーラが下船

H27年度の演習

マンホールトイレ

○避難啓発活動や多言語化による案内板等の整備等による
避難対策を推進。

○都道府県と物流事業者団体との輸送・保管・物流専門家
派遣に係る協定締結を促進

○下水道管とマンホールの接続部の耐震化、
「マンホールトイレ」の設置個所拡大を推進

一時待機スペースへの避難誘導訓練

○災害発生時の避難地や防災拠点の確保に
よる安全で安心できる都市づくりを推進。

②ホテル・旅館を避難者の受け入れ先として活用

【スキーム】

○ホテル・旅館を避難受入施設として位置づける
べく、日本旅館協会等と自治体との間で利用に
関する協定の締結を継続的に促進する。

給水待ちの避難者で溢れる駐車場（H28熊本地震） 避難所の廊下まで溢れる避難者（H28熊本地震）

■避難所の衛生環境等を確保する必要

膨大な数の避難者の発生

広域避難地

緊急車両が通行可能な
広幅員の園路

避難地となる芝生広場

①避難地や防災拠点の確保

船舶を利用した管外からの
緊急物資の輸送（H28熊本地震）

ブルーシートを提供（H28熊本地震）

■膨大な避難者のための
避難所の確保が重要な課題

東日本大震災時、駅に留まる帰宅困難者

物資拠点に集められた大量の支援物資
（H23東日本大震災）
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した

29.9%

しなかった

70.1%

50.0%

28.3%

8.0%

11.6%

災害が発生した時に聞く、

または調べれば良いと思った

調べたかったが、忘れていた、

時間がなかった

調べたが、どこに情報があるのか

わからなかった

その他

②津波ハザードマップの作成・周知

【５】 事前に海外や国内に対し、適切な情報発信を行う

①発災時の対処法を容易に入手できる体制を強化

深刻な事態

重要な使命：2020年東京オリンピック・パラリンピック開催をどう支えるか。

（１） 外国人を含む避難者への情報提供体制を強化する
〔対策例〕

①国際会議やオリンピックイベントなどを
通じた平時からの情報発信

○外国からの旅行者等の混乱や人的被害等を最小限にとどめるためには、地震に
対する認識の相違も念頭に、平時より、海外や国内に対し、適切な情報発信を行う
ことが重要課題。

○外国人及び国民が、容易に事前に災害情報を入手できる体制の構築が必要
○オリンピック関連イベント等を活用するなど、様々な媒体を通じた情報発信により、

国内外の旅行者が安全・安心できる環境をつくる必要

（２） イベントやHP等を活用した海外等への情報発信
〔対策例〕

■「災害の規模、発生場所などの
情報」等を迅速に情報提供する
必要

■多くの外国人が地震を
不安に思う災害と認識

国土交通省「災害・防災情報」観光庁「ＭＩＣＥの開催・誘致の推進」

○国交省HP上に、2020年東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会開催に向けた防災情報ポータルサイト

○今後開催される国際会議においても引き続き、
国土交通省の防災対策を各国に紹介

港区 津波ハザードマップ

水害ハザードマップ作成の手引き

○市町村が津波ハザードマップを作成及び利活用す
る際の参考となるよう、水害ハザードマップ作成の
手引きの整備による技術的支援を実施

③防災に関する地理空間情報の更なる活用促進

○分かりやすく防災情報を発信するため、基礎となる
防災に関する地理空間情報の整備や活用を促進

■災害情報の所在が不明で、事前の情報
収集ができないおそれ

出典：東京消防庁，外国人旅行者を対象とする意識調査の結果について
（抜粋）

質問：日本滞在中の災害に備え、
情報収集しましたか 質問：情報収集をしなかったはなぜですか

外国人の事前の情報収集の実態

n=197

n=138

訪日外国人が災害時に必要とする情報

外国人の地震に対する認識

■訪日外国人の出発前の情報源は
ウェブサイトを中心に多岐にわたる

出典：観光庁，訪日外国人消費動向調査（H28）

出発前に得た旅行情報源で役に立ったもの

訪日外国人の出発前の情報収集元はウェブ
サイトが中心であるが、テレビ・ラジオ等のメ
ディアや知人からのクチコミやSNSなど多岐に
わたる。

ウェブサイト

出典：日本政府観光局（JNTO) ，HP

メディア（ガイドブック等）

31.3%

48.5%

37.5%

20.3%

27.5%

22.0%

25.8%

17.0%

4.0%

7.8%

1.8%

2.5%

0% 20% 40% 60%

日本のWEBサイト

母国のWEBサイト

宿泊先の従業員

同行の日本語ができる人

日本のテレビ・ラジオ

知人へ電話やメール

インフォメーションセンター

近くにいる日本人

日本にいる外国人のSNSなどの書き込み

日本語の防災行政無線・広報車・消防車など

ツアーコンダクター

その他

国土交通省調べ

国土交通省調べ
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2

21
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6

18
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9

4

20

17

12

14

0 20 40 60 80

災害の規模、発生場所な

どの情報 (n=76)

各種交通の運行状況

(n=66)

家族・友人の安否情報

(n=50)

母国大使館のメッセージ

(n=37)

その他 (n=2)

英語 中国語（簡体） 中国語（繁体） 韓国語

（人数）

質問：災害時、訪日外国人に提供すべき情報内容

出典：「災害時における訪日外国人旅行者への情報
提供のあり方に関する提言（H25.3）」より

○防災情報を多言語で一元的に提供することに
より、安心して生活できる環境を整備。2017年
以降、多言語化やコンテンツの充実を図る。

②発災後、刻々と変化する被災状況等についても、
可能な限り海外諸国へ情報提供を行うための体制を構築

○国内に対して実施している発災後におけるインフラ
復旧情報等のタイムリーな発信を、可能な限り海外
諸国に対しても実施する。

私たちの取り組み

シンポジウム（イメージ）

出典：観光庁資料

「Disaster Prevention Portal / 防災ポータル」を開設！

○防災に役立つ情報150サイトを見やすくカテゴライ
ズしてひとまとめに！多言語対応サイトは 79サイト (2018年9月時点)
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